


各校1回講演会が終了したところであるが、5校において、687名の高校   

○専門員の活動を通じて、介護福祉士養成施設と中学・高校等教育機関と の連に繋がった 
協強化。また、県や県社協による関係事業（介護福祉士等 の知がられた 

42  長崎県    修学資金制度等）周図。  
○本手集単独の効果ではないが、上記3養成施設においては、次年度入  

学希望者数が前年度に比べ、増加傾向にある。   の育成確保対策等に関係する機関の実務者を対象に、会議を開催予定。   

・福祉の仕事に関心がある生徒や地域住民にとっては、福祉現場の理解や  ・介護体験を伴う授業の場合、できるだけ人数を分けて、少人数のグループ  
職業選択のための材料を提供できている。   で実施するようにした。  

43  熊本県              ・介護体験や高齢者・陣がい者の疑似休演などを通して、福祉・介護の意義  ・説明をする場合は、福祉・介護の魅力や意義を分かりやすく伝えることが  
を理解するとともに、介護の実際や支援をする上で大切なことを学ぶことが  できるよう、できるだけ具体例をあげながら話を進めている。  
できたとの声をいただいた。   ・高等学校に対して、定期的な情報提供に努めている。   

・智泉ライセンスカレッジにおいては昨年度（社、介とも22人）を上回る入  
学者数が想定される。  ・福祉職場の職員や利用社の協力を得て、分かりやすいパンフレットやDV  

44  大分県    ・智泉ライセンスカレッジにおいては、個別相談会の参加者が昨年の2倍と なった 
。  

・入学に関する問い合わせも、昨年を上回っている。  

■学校以外に、介護施設等も訪問し、当事業のPRを行い、介護施設を通  
して利用者の家族及び介護職眉に対する周知活動も行っている。  
・体験内容にもエ夫を凝らし、食事・入浴一移動等を現実に実体験させるこ  
とによって、現状理解を深めてもらうよう努めた。  
・過去の国家試験情報（合格率・難易度・試験傾向と対策）を提示し、授業  
カリキュラム・実習等々具体的に説明することで、イメージし易いように取り  
組んだ。  

・1月末時点での入学希望者の増加（事業実施課程別に平成20年と比較         ・就職状況、可能な就労の場、業務内容等について説明し、資格の有用  
45  宮崎県               すると、23人増、15人増、12人増、11人増、2人増という状況。1課程は  性に理解を深めてもらうエ夫をし、興味を鹿らませた。  

11人滅）   ・できるだけ個別面談を実施し、資格の理解度（認知度）アップに努めた。  
・福祉施設においては、現在就労している職員に対して、仕事と両立でき  
る通信課程の内容説明を実施。施設管理者に対してスクーリング・施設に  
ついて特段の配慮をしていただくようお願いし、容易に受講できる環境整備  
を整えるよう実習期間の勤務体制を整えるよう依頼した。  
・高等学校の進路担当教員に対して、資格の取得方法・教育課種等々具  
体的な事例を示し、資格のニーズー安定した就職等、現状理解を深めて戴く  
よう努めた。   

・事業により教員による学校訪問時の説明等が十分になされた結果．入学 がにした 
46  鹿児島県   予定者定員達。（H21年入学生31名→H22年入学予定40人）  

・国家試躾に対する意欲の向上．介護に対するイメージの改善   

訪問事業で介護の仕事に関心を示した学生に、本校で実施する相談事業  
47  沖縄県   への参加を促し、結果、本校への願書を提出した。  
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（2）潜在的有資格者等養成支援事業事業成果、改善・工夫した点  

するが、従業員が不足している社会福祉法  

中。  
15  新潟県   

ている。  

17  石川県  
研修に参加しやすくするために夜間や土日に開催するなど曜日や時  
間帯を工夫した。   

高齢者等参画支援研修については、体験研修などにより受講者中3  
18  福井県   名が福祉介護分野に就職した。  

・養成施設が従来にない視点で研修を実施することができた。  ・今まで関わりのなかった地域住民を対象とした各種事業を実施し  
23  愛知県   ・従来は接点のなかった地域住民を対象とした各種事業を実施する こが 

とできた。  

24  三重県  事業成果については、年度末まで未定  

25  滋賀県  具休的な数値については、不明   
キャリアアップ研修については、福祉施設・事業所への出前研修を  
行ったことから積極的な活用が図られた。   

（改善点）「潜在的有資格者再就業支援研修」府内4地域に分けて  
募集・実施したが応募が少なかったため、府内全域での募集を開  

26  京都府  
始、実施も地域統合を検討中。  
（工夫した点）「潜在的有資格者再就業支援研修」及び「障害者就労  

支援研修」研修終了後、福祉人材センターの出弓畏登録及び就職相  
談等の就労支援を実施。   

国の事業計画では、実施主体を主として養成施設としているが、養  
成施設は、教員等厳しい人員体制で運営されていることから、積極  
的に取り組むところが少なかった。事業を展開させるため、実施を働  

2了  大阪府     きかけ、また、国の了解を得て福祉団体も対象として事業を実施し  
たところ、福祉団体は、従前は自主財源・参加費で実施していた研  
修をとりやめ、この補助金を活用して内容を充実させて実施してい  
る。  

32  島根県  職員や地域住民の資質と意欲の向上（就職率等の数値については 年度末に集計予定）  

－54－  
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（キャリアアップ支援研修）・各研修において情報交換のできるグ  
ループワークを取り入れ、アンケートからも好評だった。   

介護職体験セミナー（高齢者等参画支援研修）については．セミナー  

11名が福祉・介護分野に就職した。  

・2月に実施予定の介護福祉士を対象とした潜在的有資格者支援研  
修については、希望者が出来るだけ就業に結びつくよう人材セン  
ターを活用し支援することとしているが、他は地域住民向けセミナー  ・事業初年度であったため、本事業について研修実施可能な団休等  

35  山口県          やキャリアアップ支援研修のため就職ということにはならなかった。  
地域住民向けのセミナーは、多くの方に参加いただいたので啓発に  
つながったと考えている。   

①介護福祉士養成校の特徴を活かし、卒業生を中心にアプローチを  

有資格者でありながら現在、介護職から離職している者が、「また、  
行った結果として、有資格者でありながら、介護職についていない有  

介護の世界に戻りたい」と話したり、「初心に戻ることができた」、r施  

36  徳島県    設の研修として来年も参加したい」等の声が聞かれ、介護福祉の質 の向上及び介護の関心を高める事業ができた 
。資格を持っていない 者が資格取得を目指したいという声も聞かれた 

。  

を持っていただけたと考える。  
③チラシを作成し、配布も行った。   

現場で求められている技術についての研修会で、従事者から好評で  研修案内については、養成校3校で合同のパンフレットを作成し、  
37  香川県        あった   

潜在的有資格者や施設、関係団体に送付した。   

潜在的有資格者再就業研修については、チラシを作成し、ハロー  
ワーク等に設置。  

39  高知県  
また、新聞の折り込み広告に入れ、高知市内全世帯への配布も行っ  
た。  
キャリアアアップ支援研修は、人が集まるような講師を準備。   

○県ホームページに研修一覧及びチラシ等を掲載。また、県発行の  
全世帯広報誌を通じて、本事業の概要を紹介した。  
○市町やハローワーク、福祉人材センター等の関係機関を通じて、  

○福祉・介護サービスチャレンジ教室及びキャリアアップ支援研修に ついては 

42  長崎県   、定員充足率が90％を超えており、ニーズの高さが窺え る。なお、具体的な研修ニーズや成果等については今後、分析予 定。     事業周知を行った。また、長崎労働局と協議し、雇用保険受給資格 者が本事業を受講した場合、ハローワークにて失業認定を受ける際 の求職活動実績として認められるようにした。 ○今年度事業の分析及び次年度事業の検討を図るため 
、福祉t介  

護人材の育成確保対策等に関係する機関の実務者を対象に、会議  
を開催予定。   

一潜在的有資格者再就業支援事業では、研修の開催をできるだけ広  
・潜在的有資格者再就業支援研修受講者の就職状況については、   く周知できるよう、介護福祉士等有資格者名簿や養成施設の卒業生  
年度末までに取りまとめることとしているが、現時点で受講者29人  名簿を活用した。  
のうち10人の就職を確認している（高齢者関係施設7人、障がい者  ・福祉・介護サービスチャレンジ教室では、体験型の研修や認知症  
関係施設2人、医療施設1人）。   劇等を実施し、福祉・介護をできるだけ身近に必要性を体感してもら  

43  熊本県                           一福祉・介護サービスチャレンジ教室では、介護の体験を通じて福  い、福祉・介護サービスの意義や重要性を理解してもらっている。  

祉一介護サービスの意義や重要性を理解してもらっている。   ・キャリアアップ支援研修では、介護従事者のキャリアアップを図る  
・キャリアアップ支援研修のアンケートでは、今後介護の専門職とし  のみでなく、従事者自らが介護の仕事の魅力を再認識し、その魅力  
てキャリアアップしながら勤務を続けていくうえで、大変勉強になった  を発信することも考慮して開催している。  
との声が寄せられた。   ・できるだけ幅広く参加いただけるよう研修日程等の設定を行ってい  

る。   
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イ福祉・介護人材マッチング支援事業」との連携を密にし、キャリア  

46  鹿児島県  
支援専門員が研修会に参加し、就職支援のための説明や求職登録  
を勧めるほか、就職面談会の案内をするなど、人材確保の各種事  
業の説明や推進を図った。   

－56－  
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（3）複数事業所連携事業 事業成果、改善・工夫した点  

近隣の事業所との交流が無く、職員の定着や内部研修の行い方な  
どに因っていた事業所が近隣の他事業所と連携したことにより研修  
の企画運営に積極的に取り組んだり、他の事業所との交流の中か  
ら職員の悩みなどが解消された事例が見られた。   

合同面接会の実施により職員採用に結びついた。   

・ユニット参加事業所以外の事業所に対しても合同研修への参加を  

果的な合同事業の実施につい  

これまで、企画検討が主であり、12月から活動に入ったところ   
が一堂に会し、それぞれの取組  

○一事業所では対応できなかった利用者について、他事業所と連  
日々の業務lこ直接関係する内容を事前に話し合い、その専門性を  

○優良施設の調査から、これまでとは異なった視点で事業所を見  
直していく必要を痛感した。   

複数の事業所の職員の資質と意欲の向上（成果指標となる数値等  
32  島根県   は特になし）  30  和歌山県   携を組むことにより、サービス利用につながる結果となった。  
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・実施していこうという意識  

小規模作業所10事業所がユニットを組み、実施中である。職員2－3  
37  香川県   名という事業所で、予算的にも職員研修を実施したくてもできない状  

況だったので、事業所の方には喜ばれた。  

研修への要望は多く、県社協等の研修への受講傾向は高まってい  
39  高知県  1月兼時点で、応募ユニットなし。  るが、介護現場等の実務担当者が実際に研修を企画したり、補助申  

請を行うことに不慣れで、実施に結びついていない。   

・自ら研修等を実施することが難しい小規模事業所の従事者に研修  
の場を提供し、それらの者のキャリアアップを通じて人材の育成が  ・コーディネーターが積極的に種別協議会や事業所等を訪問し、事  
図られている。   某所等への働きかけ及び事業所間のマッチングを支援している。  
・これまで連携して取り組むことが少なかった事業所が、ユニットを組  ・福祉一介護人材マッチング支援事業及び職場体験事業等他の事業  
んだことを機会に、構成事業所がお互いのいい点を学びながら、全  とも連携して取り組んでいる。  

43  熊本県                           体のレベルアップが図られている。   ・職種別や階層別の研修を実施することにより、多くの職員に研修の  
・具体的なテーマでの研修において、実践的・実務的な事例検討等  場を提供することができ、それらの者が真に必要としている研修によ  
を通じて、現場で求められている技術の習得等に資している。   り人材育成を支援している。  
・研修の内容によって、ユニット参加事業所聴貞以外の参加も認め  ・継続的に内部研修ができるよう、合同研修の内容を取りまとめた冊  
て実施したことにより、幅広い福祉・介護従事者のキャリアアップを  
図ることができている。   

複数の小規模事業所が連携し、種別・地域ごとに目的を持ち事業を することによ 
44  大分県   展開り、新たな事業の展開や人材の確保が期待でき、 また人材の育成面でも成果が見られている 

。   

年度途中からの呼びかけ（ホームページ等による広報）でなかなか  
45  宮崎県  申し込みがなかったが、年末より事業所訪問を行うことで、参加事業  

所が増えた。   

46  鹿児島県  
・人材育成に力を入れたユニットが多く、人材確保（共同求人活動  
等）への取組も今後促進していく。   
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く4）職場体験事業 具体的な実施内容、事業成果、改善・エ夫点  

O「福祉職場説明会」において、職場体験受  

て職場体験を実施。   85名のほとんどは高校生となっているが、離  
2  青森県   

分野に興味■就労意思がある方へ事業をPR  
してもらい、希望を取っている。   

【実施種別体験者数】  
・高齢者施設（特養19名、老健3名、養護2  
名、デイ10名、ゲループホーム8名、その他訪問  

介護等4名）  求職者が希望する時期に体験できるよう、申  
・障害者施設（8名）   

ホーム、デイサービス、障害者支援施設等）。  体験者中6名が就職（認知症高齢者グループ   

3  岩手県          体験後、無資格者（4名）がヘルパー2級の  
施。  資格取得講座の受講を開始した。   

を開催し仕事への理解を深めるための休験  
休験の内容は、休験者が戦場への理解を  内容の平準化（提案）などを行うことを検討し  

深められるように、実際の仕事の流れに沿っ  ている。   

たものとするよう留意している（具体的には、  
入浴介助、食事介助、レク活動、機能訓練、  
ナl、ノ‾フ7し、ノス目堂な．ド1  

体験参加希望者に対して面接を行い，体験  
4  宮城県  

体験受入調整を1月より開始，就労実績はな  
し。  希望者のニーズに応じた体験施設の開拓）   

訪問介護事業所、通所介護事業所、  
5  秋田県   認知症対応グループホーム等  

介護職への就職希望する相談が多いため、  
体験前に事前学習会（1日研修）を開催。介護   今年度は対象施設を介護福祉施設に限定し  

体験者中3名が介護福祉施設へ就労（うち1  

名は体験先施設での採用）。また、1名がへ  
体験等の学習を行った。  ルパー2級を取得中。体験後、介護職への就  

労をあきらめる方もいた。  向、受け入れにあたっての諸注意を説明し  
6  山形県  

ていただいた。  また、体験者には自分が職場体験に行く施  

型施設に体験にいって勉強したい等、スキル アップを目的にした有資格者の参加申込みも 多数あった。   
想等を体験者同士で発表し合い情報交換を  験後も他の参加者がどのような施設でどんな  
行った。  体験をしてきたのか等を情報交換するために  

′上絵書巳dこ．∠ゝっヒクこ＿、－L   

職場体験者の就労等については現在不明  
上記③の受入登録施設の中から県民が地   （就職連絡なし）であるが、福祉・介護への就  1．受入施設の増を図るため今後も施設及び  
域・種別等を考慮し自己選択する」とではじ  労  
まる。  

事業所等への働きかけを実施。  
誘導的な取組みとしては成果あり。（他産業         2．ハローワーク等との連携において、ハ  

ローワークから紹介され休験するケースもあ  
体験内容は、1日おおむね6時間程度として  通じて  

7  るため  
PRの。 3．体験者が人材センターヘの登録l二より、  

等）があることで身体介護の体験が可能な状  ことに  
つながる）   

求人情報を得て就戦活動に活かされている  
況にある。  4．マッチング支援事業との連携において更  
に多くの県民の体験が期待できる。    上記①の期間においてのべ57名が平均3日  体験者の資格の有無状況においては、無  

間程度の体験で175日の実績。   い者が多い。体験においてヘルパー2級等の  
資格  

8   

細菌保菌検査等が必須・自費であり、希望者  
職場体験者96名（休験延べ日数173日）   のハードルとなっている  

9 栃木県  1′｝3日  
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・実施施設種別：特別養護老人ホーム、介護  
老人保健施設、認知症高齢者グループホー  

・研修可能日数を1人あたり1日から10日ま  

ム   戦場体験者148名中39名が実際に体験を  

・研修日数：10日以内  行った施設に就職し、8名が他の施設に就職  

・事業周知用チラシの配布先を見直し、都内 ハローワークに設置したところ、ハローワーク  

13  東京都  

多く寄せられた。 ・福祉保健局生活福祉部「潜在的有資格者再  
就業支援事業」、「TOKYOチャレンジ介護事  

もと、食事補助・散歩の付き添い  施設に就職した。   
・話し相手等の簡易な業務を体験してもらっ  

業」と連携し、各事業の対象者の受入れを  

ている。  
行った。  

実施体験の内容については、受入施設と相  
談のうえ決める。   ○人材センターに実際に求人票をだしている  
（例）・高齢者、障害者の介護・介助補助  事業所のうち、「教員免許取得希望者に対す  

未経験者の参加が大半であり、就労への意             ・スポーツ、リハビリ、余暇活動などの   る介護等休験」の受入施設を本事業の対象  
14  神奈川県                         交流等   鼓付けが強まったように見受けられる。   施設としたこと。  

・利用者との交流  ○ハローワーク等などに広く広報を行ったこ  
・その他、福祉施設の業務・作業の補  と。   
助等  

○実施施設：原則として福祉人材センターに  
求人登録をしている社会福祉施設  

15  新潟県    ○実施期間：通年で実施  

○体験日数：5日間以内（休職者、社会福祉  
施設の都合によリ2－4日間も可）  

特別養護者人ホーム、デイサービス、グルー  
プホーム、小規模多機能型事業所ほか  

16  富山県    知的障害者更生施設、就労継続支援B型ほ  
か  
保育所  

実施施設：高齢者、障害者、児童関連の社会  
体験者の受入は、福祉戦場の魅力をアピー  
ルし、福祉分野への関心を高める機会として  

福祉施設及び事業所．研修日数：1人あたり1 0日 
17  石川県    以内．体験内容：施設・事業所での仕事体 エン 

験（オリテーション、介護・介助・交流体  
験）   

設置、休験プログラムの整備、実習生やホうンテイ  
アの受入実績があることなど）   

施設種別＝高齢者、児童擁護、障害児・者  
研修日数＝（1日～10日まで）延べ98日  就取フェアやその他既存事業も通じ、周知を  

19  山梨県           体験内容＝介護、介助等の対人援助、散歩の  実施。   
付き添い、清掃等補助的業務など。  

実施施設高齢者関係施設、障害者関係施  
設、児童関係施設等．研修日数短期コース  

20  長野県    （3日間）、長期コース（10日間）．休験内容利  
用者との交流、配膳、清掃等作美補助、利用  
者の介護・介助  

・介護職眉の配置がある介護サービス事業  
所・施設を対象  
・研修日数は1日～10日  

・介護員養成研修実施事業者と連携を図り、  

21  岐阜県     ・職場体験希望者は、岐阜県社会福祉協議  研修修了者の職場体験から就労へ向けた支  

会へ申し込みを行い、岐阜県社会福祉協議  
援を実施   

会において事業所とマッチング  

一
 
、
一
 
彗
l
－
■
 
 

1
．
1
－
．
亡
■
．
 
 
一
 
 
 
■
 
 

1
1
L
I
L
r
卜
亡
▼
 
一
 
 

1
1
i
■
一
口
■
l
 
 
 
 
 
－
 
 
 
 
 
れ
．
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
「
 
 

十
 
 

■
抒
 
 
 



などの職員の補助業務体験等。   
受入施設との調整が必要。  

・職場体験後の効果的な就職支援方法の検  
討。  

実施種別：高齢者分野、障害分野、児童分野 研修日数：10日を限度に希望により調整  
体験内容：概ね6時間体験される分野や施  

職場体験終了後1ケ月を目処にアンケート実  

重県     設によって内容はことなるが見学・経験など の介護体験   

介護保険サービス、障害福祉サービス事業  
職場説明会での職場体験相談コーナーの設  

賀県   者2日間コース等板場見学、幸いす等の  置や介護系の学校以外の学生の職場体験を  

体験、職員との意見交換など   受け入れるなどにより、職場体験の利用の促  
進を図った。   

○実施施設種別：社会福祉施設、介護保険  ○健康診断、障害等保険加入を必須要件と  

事業所、障害者サービス事業所  し、事前に一括実施（本人負担なし）O「福  

都府    ○研修日数：原則3日間  18名が介護・福祉関係事業所に就職  祉・介護の仕事」について半日程度のオリエ  
○体験内容：利用者とのコミュニケーション  ンテーションlを実施  

体験、食事・移動などの介護補助、  ○就業に結びつけるため、受入登録事業所  
を求人事業所のみに限定   

実施施設種別：高齢、障害、児童の福祉・介  
護施設全般研修日数：1日から10日まで  
の間で自由に設定体験内容：利用者とのコ  大阪府では、職場体験登録者数は多いもの  

ミュニケーションから入浴介助まで体験希望  
の、自ら直接施設にアプローチしないといけ  

看と受入事業者との調整により実施  
ないため、実際の体験につながりにくく実績  

実施方法：（事体験希望者及び受入希望事業  就労状況については年度末の実績報告で求  がのぴなかったため以下の改善点を講じた。  

阪府               （D電話マニュアルを作成し、体験登録者に提 供   者は、予め大阪府福祉人材センターに登録を  めているため、正確な就労人数は把握してい   行う。  
②福祉人材センターはHP等で受入事業所－  

覧を提供し、体験登録者はその中から希望す  タ一に設置しマッチング等を支援  

る施設に直接連綿し体験を申し入れる。  ③職場体験デーの設定等、イベントとして実  

③体験後、休験者はレポートを受入事業者に  施⇒一日に19名の参加があったため定例的  

提出し、事業者はそのレポートをもって福祉  に開催する事とする。  

人材センターに受入費を請求する。   

受入施設・事業所：県に事前登録（児童分野  

124ケ所、高齢分野221ケ所、障害分野75ケ 所）  

庫県     研修日数：1事業所10日以内で体験希望者と  

受入施設・事業所間で合意した日数  援」という緊急対策としての目的達成にどのよ  
体験内容：施設・事業所ごとに体験プログラムを  うな効果があったか判断が難しい。  

作成（対人援助、交流、職員の補助業務等）   

◇実施施設種別：社会福祉施設・事業所（介  ◇休験参加者には、体験先が決まった時点  
で、プロフィール（※）を作成いただき、体験開  

護保険事業所、障害者自立支援法に基づく 事業所を含む）  

（高齢分野8名、障害分野2名）   体験に対する希望、自己PR、体験に関する  
良県     ◇研修日数：原則3日以上10日以内で各施 設の定める日数  

◇体験内容：利用者との交流、職員の業務の  

補助   センターヘ報告いただくこととした（体験後の  

感想の把握、就職活動の継続支援）   
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